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Ⅴ まとめ

食の安全

食の安心

米国・カナダ内

輸出プログラム
・特定危険部位の除去
・２０ヶ月齢以下の牛由来

◆輸出国政府による確認

◆ＢＳＥ対策措置
・飼料規制
・サーベイランス

水際検査（日本到着時）

◆厚生労働省検疫所

◆農林水産省動物検疫所

日本国内

日本向け輸出日本向け輸出

通関（国内市場）通関（国内市場）

◆国内での販売
・小売店（スーパー）
・外食業界（レストラン）

◆食卓へ

厚生労働省・農林水産省の対応厚生労働省・農林水産省の対応米国・カナダ産牛肉の流れ米国・カナダ産牛肉の流れ

◆定期的な査察の実施
・輸出プログラムが確実に機能して
いるか

・仮に問題が発生した場合であっても適
切な改善が図れるか

◆ＢＳＥ対策措置の確認
・飼料規制遵守状況
・サーベイランス状況確認

◆輸入検査の徹底

◆輸入関係者への説明

◆原産国表示の徹底
・米国産、カナダ産との表示の徹底
・外食業界のガイドラインによる原産国表示の

推進

◆正確な情報の提供
・説明会等の開催
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参考資料

ＢＳＥを巡る経緯（その１）

H15. 5.21
カナダでＢＳＥ感染牛１頭確認
H15.12.24
米国でＢＳＥ感染牛１頭確認

H16. 9. 9
食品安全委員会が国内措置の検
証結果の｢中間取りまとめ｣を公表

H16.10.15
国内対策の見直しを食品安全委
員会に諮問

カナダ、米国からの牛肉等の輸入停止
両国とは、輸入停止直後から継続的
に協議を実施

検出限界以下の牛を検査対象から
除外しても現在の全月齢の牛を対象
としたＳＲＭ除去措置を変更しなけれ
ば、ｖＣＪＤのリスクは増加しない

と畜場での検査月齢の見直しなどの
評価を依頼

H16.10.21～23

第４回日米局長級会合

国内の承認手続を条件として、科学
に基づいて、双方向の牛肉貿易を再
開するとの認識を共有
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ＢＳＥを巡る経緯（その２）

H17.5. 6
国内措置の見直しに関する食品
安全委員会の答申

H17. 5.24
米国産牛肉等の輸入再開につ
いて食品安全委員会へ諮問

食肉の汚染度は全頭検査した場合
と２１か月齢以上検査した場合、い
ずれも「無視できる」～「非常に低い」
→と畜場のBSE検査対象を２１か月

齢以上に変更（施行：H17.8.1～）

H16.10の局長級会合を踏まえ、米

国産牛肉等と我が国牛肉等とのＢＳ
Ｅリスクの同等性を諮問

H17. 5.13～20
食品に関するリスクコミュニケー
ションを実施

米国・カナダ産牛肉等のリスク管理
措置に関する意見交換会

ＢＳＥを巡る経緯（その３）

H17.5.31～10.31

プリオン専門調査会における審議

H17. 11.2～29
食品安全委員会、評価結果案に
対する意見・情報の募集を実施

H17.12.8
米国産牛肉等のリスク評価につ
いて食品安全委員会から答申

H17.11.14～22

食品に関するリスクコミュニケー
ションを実施

・米国・カナダのBSEリスクの科学

的同等性を評価するのは困難
・輸出プログラムが遵守されたと仮

定した場合、米国・カナダ産牛肉
等と国内産牛肉等のリスクの差
は非常に小さい

米国・カナダ産牛肉等に係る食品
健康影響評価案に関する意見交
換会

１０回にわたり専門調査会を開催し､
評価結果案を取りまとめ

８,８４６件の意見



32

リスクコミュニケーションリスクコミュニケーション
消費者・事業者など関係者との意見交換、情報提供

リスク評価リスク評価

食品安全委員会食品安全委員会
（プリオン専門調査会）

米・加の輸出プログラムに
より管理された牛肉等を
摂取する場合と、我が国
の牛に由来する牛肉等を
摂取する場合のリスクの
同等性に係る評価

リスク管理リスク管理

厚生労働省厚生労働省

農林水産省農林水産省

リスク評価結果に基づき、
輸入条件の設定や規制の
実施等の行政的対応を行う

諮問

答申

牛肉の輸入に係るＢＳＥのリスク分析

食品安全委員会への諮問

諮問内容

米国、カナダから輸入される牛肉について、
我が国で流通する牛肉とのＢＳＥリスクの同
等性

諮問対象

米国及びカナダでとられている現在の国内規
制及び日本向け輸出プログラムにより管理さ
れた牛肉等
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○手順書作成・管理○手順書作成・管理
○記録の保存・管理○記録の保存・管理

日本向け輸出プログラムの遵守体制（輸出国）
＜米国の場合＞

農
務
省
に
よ
る
外
部
監
査

企
業
に
よ
る
内
部
監
査

特定の品質条件

・不
適
合
・是
正
・予
防

・製
品
管
理

（モ
ニ
タ
リ
ン
グ
）

・製
造
条
件

（原
料
・ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
）

・訓
練

・組
織
（責
任
・権
限
）

出典：Livestock Slaughter(USDA) 他

単位：百万頭

日本向け輸出と畜施設

－
（１６１※）

２９施設８２５施設連邦検査施設（と畜場）

－１７施設約４０施設うち日本向け輸出施設
（と畜場）（輸入停止前）

と畜頭数(2004年） 1.3   4.333.5

カナダ 日本米国

※H17.10末時点の数
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月齢判別方法について

２０ヶ月齢以下の牛の月齢の確認

○ 個体毎の月齢証明
生産農家の出生記録等

○ 群毎の月齢証明
同じシーズンに生まれた牛

を群で管理
（群で最初に牛が生まれた日
付を群の出生日とする）

○ 枝肉の生理学的成熟度

Ａ４０以下

書 類 を 管 理 牛肉の格付制度を利用

生産農家 育成農家 フィードロット と 畜 場

約６ヶ月 ＋ ＋６～８ヶ月 ３～４ヶ月 ＝ １５～１８ヶ月

○年間２，７００万頭の牛枝肉を格付
・約１６０名の格付検査官が格付

○全体の約９割が２０ヶ月齢以下の牛の枝肉

○Ａ４０以下と格付されるものは全体の１割弱

（米国の場合）

◇牛の月齢判別に関する検討会報告書

① Ａ40の評価決定ポイントは高い精度での判

別が可能。牛枝肉の生理学的成熟度を客観的に
判別する基準としては適当。

② Ａ40を基準として採用し得るか否かの判断

は、統計学的分析による数値のみではなく、米
国産牛肉のBSE感染リスクの程度の評価とあわ

せて評価すべき。

生理学的成熟度による月齢判別方法について
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◇牛の月齢判別に関する検討会報告書

③ Ａ40を基準として用いた場合、統計学的分析から
は、21ヶ月齢以上の牛の枝肉がＡ40以下と評価さ
れる可能性は1.92％以下。（ 追加データ（439 サ
ンプル）を加えた場合、99%の信頼度で0.95%以下

に減少した。）

④ 仮にＡ40を基準として採用する場合には、

・評価結果の記録・保存が必要

→ 輸出プログラムに反映

・追加的な検証または事後のフォローアップが必要

生理学的成熟度による月齢判別方法について

総合的成熟度別月齢分布表（１回目）

33381251200112371681043300363296469294143111合計

5212C00

11B60

211B50

11B40

51112B30

13274B20

179134B10

3211244132113B00

8911171436131231A90

392112113754218561182A80

983894744112583610556301A70

1141693929710516479155174581A60

4011910181010013542283171A50

1962699212192A40

5764713A30 

3111A20 

合計3029282726252423222120191817161514131211

○ 2004.11実施分

（枝肉の生理学的成熟度による月齢判別関連）
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総合的成熟度別月齢分布表（ｻﾝﾌﾟﾙ追加）

○ 2004.12実施分（４３９サンプル）合計

（枝肉の生理学的成熟度による月齢判別関連）

37771251200114831801048300363423515297143111合計

105212C00

11B60

5311B50

211B40

1015112B30

19874B20

2369134B10

44112164132113B00

10011271436131331A90

465112111025621856114102A80

112718749442125834311156301A70

127110446300105164137179177581A60

4421911191010016254283171A50

1982709312192A40

5764713A30 

3111A20 

合計3029282726252423222120191817161514131211

米国・カナダの飼料規制の遵守状況

8.3%

372

2002年

カナダ

0.3%

1949

2004
年

12.0%

2153

2002年

米国 日本

5.5%

326

2004年

0.5%0.6%違反

665667検査
件数

2004
年

2002
年

注：違反については、BSEに関する主要な飼料規制違反率
出典：FDA CVM Update,Feed Ban Review,肥飼料検査所の業務概要
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米国・カナダの飼料規制違反の主な内容

－・記録の不備

等

・記録の不備

等

指 導

・動物性たん白質
の牛用飼料への
混入

・不適切な表示

等

・牛ＭＢＭの牛用
飼料への混入

・共用ラインの不
適切なクリーニン
グ

・不適切な表示

等

・牛ＭＢＭの牛用
飼料への混入

・共用ラインの不
適切なクリーニ
ング

・不適切な表示

等

違 反

日本カナダ米国

ＪＡＳ法に基づく牛肉の原産地表示について

品質表示基準とは、
一般の消費者の商品の選択に資するため、食品の品質

に関する事項を表示する。

品質表示基準の対象：
・一般の消費者に販売される飲食料品

・品質表示基準では、大きく「生鮮食品」と「加工食品」
に分けて、表示すべき事項等を規定



38

生鮮食品の表示生鮮食品の表示
一般消費者向けに販売される全ての生鮮食料品について、
名称及び原産地名等を表示することが義務づけられている。

原産地の表示方法

輸入品国産品

・原産国名・水域名又は地域名
など水産物

・原産国名・国産など
畜産物

・原産国名など・都道府県名など
農産物

加工加工食品の表示食品の表示
一般消費者向けに販売される加工食品について、以下の事
項を表示することが義務づけられている。

〈加工食品の表示事項〉

①名称
②原材料名（※）
③内容量
④賞味期限（消費期限）
⑤保存方法
⑥原産国名（＊輸入品には「原産国名」を表示することが必要）
⑦製造業者等の氏名又は名称及び住所

（＊輸入品の場合は、製造業者を「輸入者」とする）

（※）生鮮食品に近い２０食品群の加工食品には、平成１６年９月
から主な原材料の原産地表示が必要。
（平成１８年１０月から完全義務化）
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表面をあぶった食肉

フライ種として衣をつけた食肉

合挽肉、その他異種混合した食肉

素干魚介類、塩干魚介類、煮干魚

介類及びこんぶ、干のり、焼きのり、

その他干した海藻類

塩蔵魚介類及び塩蔵海藻類

調味した魚介類及び海藻類

ゆで、又は蒸した魚介類及び海藻類

表面をあぶった魚介類

フライ種として衣をつけた魚介類

４又は13に掲げるもののほか、生鮮

食品を異種混合したもの

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

乾燥きのこ類、乾燥野菜及び乾燥果実

塩蔵きのこ類、塩蔵野菜及び塩蔵果実

ゆで又は蒸したきのこ類、野菜及び豆類並
びにあん

異種混合したカット野菜、異種混合したカッ

ト果実、その他野菜、果実及びきのこ類を

異種混合したもの

緑茶

もち

いりさや落花生、いり落花生及びいり豆類

こんにゃく

調味した食肉

ゆで、又は蒸した食肉及び食用鳥卵

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

義務表示対象品目群義務表示対象品目群

原料原産地表示の対象となる畜産加工品（例)
⑨塩こしょうした牛肉、タレ漬けした牛肉、みそ漬けした牛肉、⑩ゆでた牛もつ、⑪牛肉のたたき、
⑫衣をつけた牛肉、⑬合挽肉、成形肉（サイコロステーキ）、焼肉セット、⑳鍋物セット など

加工食品の原料原産地表示の対象品目（２０食品群）

１．ガイドラインの位置づけ
○消費者のメニュー選択に資するため、事業者が自主的に表示を行うための指針。

２．原産地表示を行う原材料
○以下の原材料について原産地を表示。

①メニューの主たる原材料 （例：ステーキの牛肉）
②メニュー名に用いられている原材料 （例：チキンソテーの鶏肉）
③こだわりの原材料 （例：旬のさんま）

注：「主たる原材料」は、メニュー構成を決定する原材料。「こだわりの原材料」は、品種、栽培方法や
産地等にこだわって調達している原材料。

○このほか
①売れ筋メニューや定番メニュー等については、上記①～③以外の原材料についても積極的に表示。
②地産地消の取組や農業との連携等により安定した調達に取り組んでいる事業者等は、表示方法を工

夫し、より多くの原材料の原産地を表示。

３．原産地の名称
○国産品は「国産」、輸入品は「原産国名」を表示。
○このほか、一般に知られている地名を用いての表示が可能。
例：国産品の場合、都道府県名、旧国名、地方名、地域名、水域名、島名

輸入品の場合、州名・省名、地方名、地域名、海域名、島名

４．複数の国の原材料を使用している場合の表示
○重量割合の多い順に原産国を表示。
○このほか、３ヵ国以上の原材料を使用している場合、重量割合で３番目以下を「その他」として表示が

可能、等。

原産地表示ガイドラインの概要

外食の原産地表示


